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１．石川県産業人材プラン検討委員会 

 第１回 平成１８年 ７月２５日（火） 

     議題：産業人材をめぐる現状と課題について 

        施策の方向性について 

 

第２回 平成１８年１０月２４日（火） 

    議題：骨子案について 

  

第３回 平成１９年 １月１６日（火） 

    議題：最終案について 

 

 

２．アンケート調査  

（１）企業の人材ニーズに関するアンケート調査  ……………………………………4 

①調査期間  H18.9.7～9.19 

  ②調査方法  ＩＳＩＣＯ利用企業、石川県鉄工機電協会会員企業を中心に、県

内企業（製造業、非製造業を概ね同数）を抽出し、調査票を郵送 

  ③調査項目  人材確保、人材育成、技能継承等 

  ④回収率   ２６．４％ 

（配布数  ２，２６２件） 

（有効回答   ６９７件） 

 

（２）職業観育成・就職支援の現状に関するアンケート調査  ………………………15 

①調査期間  H18.7.10～7.21 

  ②調査方法  県内の中学校、高校、大学、短大、高専、専修学校に調査票を郵

送 

  ③調査項目  キャリア教育の目標、取組状況、課題等 

  ④回収率   ７２．１％ 

（配布数  ２５１件） 

（有効回答 １８１件） 

 

（３）県内大学の就職活動等に関するアンケート調査  ………………………………20 

  ①調査期間  平成１８年１０月１０日～２７日 

  ②調査方法  ジョブカフェ石川メンバー登録者のうち 21～34 歳の者への郵送 

  ③調査項目  入社前の就職活動、就職前後のイメージギャップ、退職理由等 

  ④回収率   ２０．２％ 
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（配布数  ５００件） 

（有効回答 １０１件） 

 

（４）若年者の就業状況等に関するアンケート調査  …………………………………25 

①調査期間  H18.10.10～10.27 

  ②調査方法  県内の大学４年生に対し、ジョブカフェ石川メンバー登録者から

抽出・郵送と、県内大学の教授を通じた学生への直接配布により

実施 

  ③調査項目  就職に対する考え方、就職活動で活用したもの、就職先地域の選

択理由等 

 ④回収率   ４９．０％ 

（配布数  ４００件） 

（有効回答 １９６件） 

 

３．意見交換会等における主な意見  ……………………………………………………34 

（１）業界団体等との意見交換会 

  ①社団法人石川県情報システム工業会       （H18.9.29 県庁会議室） 

②社団法人石川県繊維協会       （H18.10.5 地場産業振興センター） 

③能登地区企業        （H18.10.6 七尾市勤労者総合福祉センター） 

④社団法人石川県食品協会       （H18.10.12 地場産業振興センター） 

⑤社団法人石川県鉄工機電協会           （H18.10.13 鉄工会館） 

 

（２）その他 

  平成１８年４月～９月の間に、ヒアリングのため訪問した県内企業の関係者、学

校関係者、有識者及びセミナー等から産業人材の確保、育成に関する意見を抽出 

 

 

４．パブリックコメント  …………………………………………………………………39 

①実施期間       H18.11.20～12.19 

  ②告  知       県ホームページ及び県広報（新聞）に掲載 

  ③募集方法       Ｅメール、ＦＡＸ、郵送 

  ④関係資料の公開方法  県ホームページからダウンロードできるようにする

とともに、県の出先機関等で閲覧・配布 

  ⑤寄せられた意見数   ５２通 １１２件 
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石川県産業人材プラン検討委員会委員名簿 

 

 

座長 金沢工業大学教授                 石 井 和 克 

 

委員 株式会社繊維リソースいしかわ代表取締役社長    伊 藤 靖 彦 
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委員 石川県高等学校校長会就職対策特別委員会委員    加 藤 茂 芳 

 

（石川県立金沢伏見高等学校校長）  

 

委員 独立行政法人労働政策研究・研修機構人材育成部門統括研究員 

小 杉 礼 子 

 

委員 石川県仕事探しシェルパ              高 柳 洋 一 

 

（株式会社加賀屋人事部長） 

 

委員 社団法人石川県鉄工機電協会人材育成委員会委員長  西 村   武 

 

（オリエンタルチエン工業株式会社代表取締役社長） 

 

委員 石川県高等学校教育研究会工業部会会長       宮 前 憲 彌 

 

（石川県立工業高等学校校長）  

 

委員 社団法人石川県食品協会理事            山 本 晴 一 

 

（株式会社ヤマト醤油味噌代表取締役社長） 
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（１）企業の人材ニーズに関するアンケート調査結果報告 

 

１．調査目的 

   企業における人材の確保と育成についての考えや取組状況を調査し、産業人材プラン（仮称）策定の

参考資料とする。 

 

２．調査内容 

(1) 人材の確保について 
(2) ＵＩターン人材の活用について 
(3) ＯＢ人材の活用について 
(4) 非正社員等の活用について 
(5) 出産・育児を終えた女性の活用について 
(6) ベテラン人材の退職と熟練技能・技術・ノウハウの継承について  
(7) 人材の育成について  等 

    
３．調査時期 

   発  送：平成 18 年 9 月 7 日（木） 
回答締切：平成 18 年 9 月 19 日（木)  

 
４．調査方法 

   ＩＳＩＣＯ利用企業、鉄工機電協会会員企業を中心に、県内企業（製造業、非製造業を概ね同数）を

抽出し、調査票を郵送 

    (1) 調査用紙発送数：2,262 社（製造業／1,144 社、非製造業／1,118 社） 
※ 製造業…機械金属製造業、電気・電子製造業、繊維製造業、食品製造業 等 

非製造業…小売業、卸売業、建設業、情報通信業、サービス業 等  
(2) 回収数・回収率：597 社・26.4.%（製造業／260 社・22.8%、非製造業／337 社・30.1%） 

【図表1】回答企業内訳

企業規模（従業員数）
小規模（50人以下） 165 63.5% 205 60.8% 370 62.0%
中規模（51～300人） 81 31.2% 108 32.0% 189 31.7%
大規模（301人以上） 14 5.4% 24 7.1% 38 6.4%
計 260 100.0% 337 100.0% 597 100.0%

企業所在地
金沢地域 156 60.0% 277 82.2% 433 72.5%
加賀地域 80 30.8% 36 10.7% 116 19.4%
能登地域 24 9.2% 24 7.1% 48 8.0%
計 260 100.0% 337 100.0% 597 100.0%

地
域
別

製造 非製造 全体

規
模
別

製造 非製造 全体

  
※ 金沢地区・・・金沢市、白山市、野々市町、かほく市、内灘町、津幡町 

加賀地区・・・小松市、加賀市、能美市、川北町 
能登地区・・・宝達志水町、羽咋市、志賀町、中能登町、七尾市、穴水町、輪島市、能登町、

珠洲市 
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５－１ 人材の確保 

（１） 正社員として確保したい人材 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全体としては、「大学等理系新卒者」がトップ

で「経験 10 年未満の者」と「工業高校新卒者」

がこれに続いており、理系新卒者と若手経験者

に熱い視線を向けている。 

一方、非製造業では、「10 年未満の経験者」

が 43.3%と最も多く、「大学等の理系新卒者」

（40.7%）、「大学等の文系新卒者」（40.1%）、「第

二新卒者」（34.1%）といずれも希望が多い。ど

ちらかというと属性にはあまりこだわらず、広

く人材を確保する傾向にある。 

製造業では、「工業高校新卒者」や「大学・大

学院・短大・高専・専門学校等の理系新卒者」

を確保したいとする回答が非常に多く（各

61.2%・58.5%）、理系新卒者の人気の高さがわ

かる。 

非製造業では広く人材を確保する傾向 
製造業では理系新卒者の希望が多く、 

全体として、「技術職」を求める声が高くなっ

ており、技術者の採用市場がかなり過熱化してい

るといえる。 

また、｢各部門の班長・リーダークラス｣や「管

理職」の採用意欲も 10%～20%以上あり、マネジ

メントのできる経験者採用のニーズが少なくな

いことがわかる。 

非製造業では「営業職」が 48.1%と最も多く、

次いで「技術職」（45.1%）、「製造・販売・サービ

ス等の従事者」(42.4%)がこれに続く。非製造業

においても「技術職」の人気は高い。 

製造業においては「技術職」のニーズが最も高

く、７割以上の企業が希望している。 

非製造業は、「営業職」「技術職」「製造・販売・

サービス等の従事者」が多い 

製造業の７割以上が「技術職」を希望 

【図表2】正社員として確保したい人材の属性

0.3%

11.6%

40.1%

34.1%

27.0%

21.1%

43.3%

40.7%

19.3%

0.8%

5.8%

13.8%

25.4%

30.4%

31.2%

33.1%

58.5%

61.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

外国人

中高年齢者

大学等新卒者（文系）

第二新卒者

高校卒業者

経験10年以上の者

経験10年未満の者

大学等新卒者（理系）

工業高校新卒者

製造業

非製造業

【図表3】正社員として確保したい人材の職種

3.3%

5 .6%

9 .5%

11 .6%

17 .8%

20 .5%

48.1%

42 .4%

45.1%

0 .0%

4 .2%

5 .4%

10.4%

7 .3%

24 .2%

28 .5%

54 .6%

73 .1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

次期経営者候補

専門職(人事･経理等)

管理職

事務職

班長・リーダークラ ス

営業職

製造、販売等従事者

技術職

製造業

非製造業
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５－１ 人材の確保 

（２）確保したい理由 

 
 

「専門知識、経験のある人材が必要」 
多い順にあげると「専門知識・経験を有する

人材や即戦力が必要」が製造業で 19.2%、非製

造業で 14.5%を占めて最も多い。業界を問わず、

仕事の基盤となる専門知識や教養、即戦力とな

る経験の有無は大変重要であるが、特に製造業

確保したい理由で最も多いのは、 では仕事に不可欠な専門知識・経験が多いことが反

映されている。 
 また、「新規事業・事業拡大、新商品開発に伴い

必要」とする回答も多く（12.9%）、積極的な事業展

開にあたって、必要な人材の確保が不可欠であるこ

とがわかる。「定年等による退職者の補充」（10.6%）

も緊急を要する課題であり深刻である。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 【図表4】確保したい人材を選んだ理由

確保したい人材を選んだ理由 製造業 非製造業 全体
■専門知識や経験を有する人材、即戦力が必要 19.2% 14.5% 16.6%
■新規事業・事業拡大、新商品開発のため 12.3% 13.4% 12.9%
■定年等による退職者の補充 8.5% 12.2% 10.6%
■若い人材が必要、高齢化への対応 6.5% 7.1% 6.9%
■営業力強化、売上向上のため 2.3% 6.2% 4.5%
■技術・技能等の伝承のため 6.2% 0.9% 3.2%

 
 

 

５－１ 人材の確保 

（３）確保したい人材の現状と今後の希望 

 
 
 
 
 
 

「現在も今後も難しい」という考えが最も多く

（50.5%）、全体の半数以上を占めている。 

「現在も今後も難しい」と苦悩 
約半数の企業が、求める人材の確保は 次いで、「現在は円滑だが今後は難しい」とする

意見が多い。「現在も今後も難しい」と「今後は難

しい」を合わせると、「今後の採用は難しい」とい

う考えは、全体の 7 割となっている。 
 

 

       

【図表5】最も確保したい人材の採用について

現在も今後も難し

い, 50.5%

現在は円滑、今後

は難しい, 25.0%

現在は難しい、今

後は円滑, 10.1%

現在も今後も概ね

円滑, 14.4%
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 ５－１ 人材の確保 

（４）確保したい人材の採用課題 

 

非製造業では、「応募者が少ない」（新卒者 

 新卒者、経験者の採用課題はかなり共通して

いる。製造業では、「応募者が少ない」という

ことが一番の課題で、新卒者については

40.0%、経験者については 16.9%を占めている。

まずは応募者を集めるためにどうするべきか

が最重要課題といえる。 

 
応募者が少ないこと 
新卒者、経験者採用の最も多い悩みは 

  

規模別にみると、大規模企業・中規模企業は新

卒者採用において「内定の辞退が多い」事を大き

な課題としている。小規模企業では「県内の職務

経験者への情報発信手段が分からない」が多い。

28.5%、経験者 21.4%）と「応募者はある程度い

るが自社が求める人材が少ない」（新卒 27.9%、経

験者 19.9%）が課題の 2 本柱になっており、求め

る人材の応募が少ない、つまり応募母集団の形成

に苦戦している様子が伺える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図表6】最も確保したい人材の採用課題－新卒者採用－

4.5%

5.0%

5.9%

7.4%

10.1%

27.9%

28.5%

1.9%

4.2%

7.7%

9.2%

10.4%

17.3%

40.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

内定の辞退が多い

県内学生への
情報発信手段が分からない

Uターン学生への
情報発信手段が分からない

特になし

応募者はある程度いるが、
自社が求める人材が少ない

応募者が少ない

製造業

非製造業

  

【図表7】最も確保したい人材の採用課題－職務経験者採用－

0.6%

1.8%

5.6%

9.2%

7.1%

19.9%

21.4%

1.2%

0.8%

8.1%

6.9%

11.5%

13.8%

16.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

外国人を採用したいが、

どこにいるのか分からない

その他

Uターンの職務経験者への

情報発信手段が分からない

特になし

県内の職務経験者への

情報発信手段が分からない

応募者はある程度いるが、

自社が求める人材が少ない

応募者が少ない

製造業

非製造業
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５－１ 人材の確保 

（５）新卒者採用にあたり、県内の大学や学校に期待すること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

次いで、「生徒･学生に対して地元就職の利点を積

極的にＰＲしてほしい。」（32.7%）という手段的な

ことも挙げられているが、まずは本質的な要望を無

視できない。自由意見では、「企業内でなかなか身

につけさせる余裕がない」との嘆きも多く見受けら

れ、企業と学校との歩み寄りが求められている。 

「職場で必要となる基礎的能力を身につけさせて

ほしい」という期待は過半数 
 最も期待が大きかったのは「職場で必要となる

基礎的能力を身につけさせてほしい。」（50.3%）

ということで、規模や業種・地域を問わずトップ

であった。「職場で必要となる基礎的能力」とは、

「躾や社会人としての心構え」を踏まえた必要な

知識や技能をさしている。 

【図表8】新卒者採用において県内の大学や学校に期待すること

50.3%

32.7%

24.6%
22.1%
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５－２．ＵＩターン人材の活用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＵＩターン人材の採用は今後拡大基調 
 
 製造業では「大いに拡大したい」が 16.5%と

最も多く、「ある程度拡大したい」（37.3%）を

合わせると半数を超える。非製造業では、両者

を合わせると 42.7%を占めている。 
「縮小したい」という回答は殆どなく、ＵＩ

ターン人材の採用は、今後拡大基調にあるとい

ってよい。 

また、「社内の人材を多様化できるから」

（15.7%）、「県内では採用困難な人材を期待でき

るから」（15.1%）、「地元になじんだ人と違う仕事

感・ビジネスマインドを持つ者が多いから」

（13.1%）等の理由があげられており、効果的な

採用とするための期待がこめられている。 

ＵＩターン者の採用には、 
優れた人材確保の期待あり 
ＵＩターン人材の採用を拡大したい理由とし

て最も多いのは、「間口を広げることで、優れた

人材が一層得やすくなるから」（25.3%）で、地域・

規模を問わずこの意見が多い。 

 

【図表9-1】ＵＩターン人材の採用についての考え（製造業）

分からない,
28.0%

大いに拡大し
たい, 16.5%

ある程度
拡大したい,

37.3%
現状のままで
よい, 17.8%

ある程度
縮小したい,

0.4%

【図表9-2】ＵＩターン人材の採用についての考え方（非製造業）

ある程度
縮小したい,

0.3%

ある程度
拡大したい,

30.6%

分からない,
29.6%

大いに拡大し
たい, 12.1%

現状のままで
よい, 27.4%

 
 

  【図表10】UIターン人材の採用を拡大したい理由
理由 全体
■間口を広げることで、優れた人材が一層得やすくなるから 25.3%

■社内の人材を多様化できるから 15.7%

■県内では採用困難な人材を期待できるから 15.1%

■地元になじんだ人と違う仕事感・ビジネスマインドを持つ者が多いから 13.1%

■技術的能力が優れている者が多いから 8.7%

■人脈があり、市場開拓を期待できる者が多いから 4.2%

■管理能力が優れている者が多いから 2.8%

■その他 0.2%
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５－３．ＯＢ人材（他社を定年退職等して、第一線を退いた者）の活用 

 

 ＯＢ人材の活用を拡大したい理由としては、「技

術・知識を活用したい」（40.4%）が最も多く、 

 また、今後の活用については、「大いに拡大した

い」「ある程度拡大したい」を合わせて 41.5％と

なっており、「ある程度縮小したい」「大いに縮小

したい」という意見（1.6%）を大きく上回ってい

る。 

 製造業においては、現在ＯＢ人材を「活用して

いる」（49.2%）という回答が、「活用していない」

（45.4%）より若干多い。 

 
今後は拡大していく考え 
ＯＢ人材の活用は、現在約 5 割が実施 

「活用していない」企業が半数近くあり、「ＯＢ

人材」という言葉自体に馴染みのない業界もあるの

が現状だが、今後の拡大志向がある以上、これらの

取組みは今後の重要課題のひとつであると考えら

れる。 

今後のＯＢ人材の活用のために必要な取組とし

て意見が多いのは、「ＯＢ人材を紹介する制度や機

関づくり」（40.8%）及び「ＯＢ人材を活用しよう

とする企業への支援」（39.6%）である。 

次いで「若手社員の教育・OJT を担当させるため」

が多くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図表11】OB人材の活用状況

活用している

49.2%活用していない

45.4%

未回答

5.4%

【図表11-2】今後のOB人材の活用について

ある程度拡大した
い

34.6%

現状のままでよい
31.2%

ある程度縮小した
い

1.2%

大いに縮小したい
0.4%

分からない
25.8%

大いに拡大したい
6.9%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図表12】OB人材の活用を拡大したい理由

0.8%

1.5%

1.9%

7.7%

8.1%

9.2%

10.0%

13.5%

40.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

季節的・一時的な人手不足を補うため

企業の社会貢献に関わる業務を

担当させたいため

リーダーシップや管理能力を活用したいから

賃金が低いため

人脈の豊富さを活用したいから

慢性的な人材不足を補うため

若手社員の教育・ＯＪＴを担当させるため

技術･知識を活用したいから

 
 
 
 
 
 
 【図表 12-2】今後のＯＢ人材活用のために必要な取組

 
■ＯＢ人材を紹介する制度や機関づくり 40.8%
■ＯＢ人材を活用しようとする企業への支援 39.6%
■ＯＢ人材を活用しようとする企業風土づくり 15.3%
■ＯＢ人材に対する社内の処遇制度の改善 9.6%
■ＯＢ人材の活用事例の紹介 7.7%
■ＯＢ人材の教育を行う制度や機関づくり 7.3%
■その他 1.9%
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５－４．非正社員等の活用 

 
 
 
 

【図表13】今後の非正社員の活用について

ある程度拡大し
たい
39.2%

現状のままでよい
38.6%

大いに拡大した
い　4.2%

分からない
12.0%

ある程度縮小し
たい　4.8%

大いに縮小した
い　1.2%

ある程度拡大した
い

33.2%

大いに縮小したい
0.3%

ある程度縮小した
い　2.7%

分からない
12.8%

大いに拡大したい
10.1%

現状のままでよい
40.9%

【図表17】非正社員の活用を拡大したい理由

18.1%

16.3%

13.9%

13.9%

12.7%

10.8%

2.4%

0.6%

16.3%

7.7%

10.7%

17.5%

14.2%

11.3%

3.9%

1.2%

0% 5% 10% 15% 20%

一時的･季節的な業務量の変動に対応するため

正社員の確保が困難なため

正社員登用の見極めのため

人件費抑制のため

雇用管理の負担が軽減されるため

勤務形態が常用労働者と異なり

利便性が高いため

自社で育成できない人材を確保するため

その他

製造業

非製造業

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 非正社員の活用を拡大したい理由で最も多い

のは、製造業は「一時的・季節的な業務量の変動

 今後の活用については、「大いに拡大したい」

「ある程度拡大したい」を合わせて、製造業では

43.4%、非製造業では 43.3%と 4 割以上となり、

逆に「ある程度縮小したい」「大いに縮小したい」

は製造業では 6.0%、非製造業では 3.0%と非常に

少ない。正社員同様、非正社員等の活用は拡大基

調となっている。 

全体の 4 割強が「拡大したい」 
正社員同様、非正社員等の活用は拡大基調 

また、製造業では「正社員の確保が困難なため」

という理由も 16.3%と多く、正社員の人材不足が

深刻化すると非正社員の活用がますます加速化す

ることが予想される。 

に対応するため」（18.1%）、非製造業は「人件費抑

制のため」（17.5%）であり、戦略的な活用を考え

ている。 

 
〔製造業〕 〔非製造業〕  

 

 
 
 
 
 
 

【図表 14】
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５－５．出産・育児を終えた女性の活用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

          

【図表15】出産・育児を終え、再就職しようとする女性の活用について

大いに拡大した
い, 8.5%

ある程度拡大し
たい, 30.6%

現状のままでよ
い, 57.7%

大いに縮小した
い, 1.3%

ある程度縮小し
たい, 2.0%

 

るといえる。 
出産・育児を終えた女性の活用を進めていくた

めに必要な取組として、最も多い意見は、「子供

の病気等で急に休んだ場合にもカバーできる体

制づくり」（57.3%）である。自由意見の中には、

「出産・育児を終えた女性を採用したいと考えて

いるが、小学生以下の子供を持っている方の場

合、よく子供や本人の病気などで欠勤が続くと仕

事に影響し、『小さな子供がいる女性は採用でき

ない』となってしまう。」という声も見受けられ

る。 
また、「出産・育児を終えた女性が働く意欲を

高めるような業務の割り当て」（31.8%）、「出産・

育児を終えた女性を採用することについて、会社

や社員の理解を深める」（22.8%）等の取組も必要

とされている。 

非製造業における出産・育児を終えた女性の 

少子高齢化で人材不足が深刻となり、出産・

育児を終え再就職しようとする女性の活用は、

現状維持しつつもある程度拡大へと向かってい 

 出産・育児を終えて再就職しようとする女性

の活用について、特に女性の活躍の場が多い非

製造業に尋ねてみると、「現状のままでよい」と

する意見が 57.7%と最も多い。 
また、「大いに拡大したい」「ある程度拡大し

たい」は 39.1%、「ある程度縮小したい」「大い

に縮小したい」は 3.3%であり、「拡大したい」と

する考えが「縮小したい」を大きく上回ってい

る。 

活用は、「現状維持」が最も多く、 
「拡大したい」が「縮小したい」を上回る 
 

【図表16】出産・育児を終えた女性の活用を進めていくために必要な取組

3.00%

6.50%

15.40%

16.30%

22.80%

31.80%

57.30%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

出産・育児を終えた女性を積極的に

活用している事例の紹介

就業前に必要なスキルを身につける

ことができる研修・セミナーの充実

出産・育児を終えた女性を積極的に

活用している企業に対する社会的評価の向上

出産・育児を終えた女性を採用することについて、

会社や社員の理解を深める

出産・育児を終えた女性の働く意欲を

高めるような業務の割り当て

子供の病気等で急に休んだ場合にも

カ バーできるような体制づくり
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５－６．ベテラン人材の退職と熟年技能・技術・ノウハウの継承について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                          

        

【図表17】ベテラン人材のノウハウや技術、技能の今後の必要性

必要とする, 83.5%

必要としない, 4.2%

分からない, 12.3%

 

対応策は、「ベテラン人材の雇用延長や再雇用」

がトップ。 
 

ベテラン人材の退職後、業務に支障が出ないよ

うにするための対応としては、「ベテラン人材の

雇用延長や再雇用を行う」（58.5%）が最も多く、

「ＯＪＴや研修会を行い、若い世代の人材に継承

させる」（49.2%）が続く。逆に「ベテラン人材の

ノウハウや技術、技能を要する業務をアウトソー

シングする」という考えは非常に少なく（4.2%）、

社内において技術・技能の伝承をしっかり行って

いかなければならないという方針が伺える。 
 

ベテラン人材のノウハウや技術、技能は、 
製造業の 8 割以上が今後も必要とする考え 
 
 ベテラン人材のノウハウや技術、技能は、製

造業の 83.5%が「必要」としている。 
 必要とする理由は、「新たな技術・商品の開発

や課題の解決を期待できる」ことが 48.8%で最

も多く、次いで「作業内容を機械で置き換える

ことができない」ことが 40.4%となっている。

 ベテラン人材の高齢化等による退職に伴い、

そのノウハウや技術、技能をいかに維持・確保

していくかが非常に重要な課題であることがわ

かる 

【図表18】ベテラン人材を必要とする理由と退職後の対応
必要とする理由
■新たな技術･商品の開発や課題の解決を期待できるから 48.8%
■作業内容を機械で置き換えることができないため 40.4%
■不測の事態に柔軟に対応できるから 31.9%
■顧客の多様なニーズに的確に対応できるから 30.0%
■機械化するより、時間的又はコスト的に有利だから 8.1%
■その他 2.3%

退職後、業務に支障が出ないようにするための対応
■ベテラン人材の雇用延長や再雇用を行う 58.5%
■ＯＪＴや研修会を行い、若い世代の人材に継承させる 49.2%
■ベテラン人材のノウハウや暗黙知をデータベース化、マニュアル化する 35.0%
■ベテラン人材のノウハウや技術、技能を持つ人材を外部から採用する 13.5%
■ベテラン人材のノウハウや技術、技能を要する業務をアウトソーシングする 4.2%
■その他 1.5%  
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５－７．人材の育成 

 
上位 3 項目は「ＯＪＴの強化」「自社内での

セミナー・勉強会の開催」「公的機関が主催

するセミナー等への参加」 
 今後の人材育成についての考えは、業種に

よって若干違いがみられる。 
まず、製造業全体では、「公的機関が主催す

るセミナー等への参加」が最も多く 50.0%を

占める。能登地域では、地理的な条件からか

他地域に比べてやや少ないが、公的機関への

期待の高さが伺える。規模別にみると、大規

模企業では「自社内のセミナー・勉強会の開

催」「ＯＪＴの強化」が、小規模・中規模企業

では「公的機関が主催するセミナー等への参

加」が最も多い結果となっている。また、「民間教

育機関が主催するセミナー等への参加」は、中規

模・大規模企業に比べると小規模企業は少ない。非

製造業では、「自社内でのセミナー・勉強会の開催」

が最も多い。 
本アンケートに寄せられた自由意見の中には、 

「現場では、人材育成は重要な課題ですが、人的に

も時間的にも余裕があまりないのが現実」「その都

度的で、本当の意味での教育訓練が出来ていない」

などの人材育成に関する悩み・課題も多い。やれば

いいと思っていても、実行や効果を出すのが難しい

という現実が伺える。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図表19】今後の人材育成についての考え

2.1%

4.2%

6.2%

13.1%

18.4%

32.3%

57.9%

44.5%

37.1%

0.8%

2.3%

6.9%

7.7%

18.8%

33.5%

42.3%

43.8%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

どのように取り組んだらいいか分からない

特になし

専門コンサルタント会社と契約し

自社にあった人材育成プログラ ムを作成

民間教育機関が主催する

セミナー等への参加

関連会社や取引先の会社等が

主催するセミナー・勉強会への参加

自社内でのセミナー・勉強会の開催

ＯＪＴの強化

公的機関が主催する

セミナー等への参加

製造業

非製造業
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（２）職業観育成・就職支援のための取組に関するアンケート調査結果報告 

 
 
１．調査目的 

 

   県内各学校における職業観育成・就職支援のための取組みの状況を調査し、産業人

材プラン（仮称）策定の参考資料とする。 

 

２．調査内容 

 
(1) キャリア教育の目標  
(2) キャリア教育の取組状況  
(3) キャリア教育に関する外部機関の利用状況  
(4) キャリア教育上の課題  

 
３．調査時期 

 
   発  送：平成 18 年 7 月 10 日（月）  

回答締切：平成 18 年 7 月 21 日（金) 
 
４．調査方法 

 
    石川県内の中学校、高等学校、専修学校、高等専門学校、短期大学、大学に、調

査票を郵送。  
 

  
アンケート

発送数 
回収数 回収率 

中学校 124 90 72.6% 

高等学校 78 58 74.4% 

専修学校 32 18 56.3% 

大学・短大・

高専 
17 15 88.2% 

合    計  251 181 72.1% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 15



 

                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中学校

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

学習意欲向上

働くことについて知る

職業について考える

マナー・一般常識を

身につける

職場で必要とされる基礎力

を身につける

就きたい職業を調べ見いだす

ようにする

就きたい職業への

キャリアデザイ ン

就職率

１００％

早期離職防止

 

専修学校

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
学習意欲向上

働くことについて知る

職業について考える

マナー・一般常識を

身につける

職場で必要とされる基礎力

を身につける

就きたい職業を調べ見いだす

ようにする

就きたい職業への

キャリアデザイ ン

就職率

１００％

早期離職防止

 
 

高等学校

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

学習意欲向上

働くことについて知る

職業について考える

マナー・一般常識を

身につける

職場で必要とされる

基礎力を身につける

就きたい職業を 調べ見いだす

ようにする

就きたい職業への

キャリアデザイ ン

就職率

１００％

早期離職防止

 
大学・短大・高専

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

学習意欲向上

働くことについて知る

職業について考える

マナー・一般常識を

身につける

基礎力を身につける

就きたい職業を 調べ

見いだすようにする

就きたい職業への

キャリアデザイ ン

就職率

１００％

早期離職防止

 

【図表１】 
キャリア教育の目標

〔中 学 校 〕 〔高 校 〕 

〔専 修 学 校 〕 〔大 学 ・短 大 ・高 専 〕 

１．キャリア教育の目標 

中学校から大学までの各学校のキャリ

ア教育の目標を見ると、各学校とも共通

して、「働くことについて知る」「職業に

ついて考える」等といった基本的な事項

を多く挙げている。これは、生徒・学生

の職業観・勤労観の形成が、各発達段階

において十分に行われないまま、上級の

学校に進学しているからではないかと考

えられる。  

 
 生徒・学生が各々の発達段階に応じた職

業観・勤労観を身につけていけるよう、適

切なキャリア教育の実施が求められる。  
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２．キャリア教育の取組状況 

 
高校は中学校と比較すると全体的にキャリア

教育に対する取組が低調であり、中学校から高

校にかけての継続した教育が行われていない。

「効果がすぐ見えないから取り組まない」とい

う意見もあり、キャリア教育の必要性が認識さ

れていないことも原因となっている。  
また高校は、学科によって取組状況にバラつ

きが見られる。私立普通科高校と総合学科の高

校では、積極的に様々な取組を行っているが、

定時制高校と普通科高校では、取組が低調とな

 
っている。その理由として、定時制では時間の

制約上キャリア教育に割かれる時間が少なく

なること、普通科高校では、大学受験対策が優

先になること等が考えられる。  
 
（アンケートのコメントから）  
・職業観育成の重要性を全職員が理解すること

が困難。効果がすぐに表れないので多忙な教

員は消極的になってしまう。（高等学校（普

通科））

 
 
 
 
 
 
 
 
 
       基本的取組                 発展的取組  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保護 者 ・教 職 員向 け
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基本的取組  就職 支 援  保護 者 ・  

教職 員 向け  
発展的取組
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・教師多忙、週 5 日制のため授業、行事、課外活

動などで時間的に制約が多く余裕がない。

（高等学校）  
・就職支援スタッフは 1 人であり、できることに

限界がある。（専修学校）  

・社会人として必要な一般常識については指導し

ているが、職場で必要とされている基礎力を養

えるはっきりした指針が学校現場では設定し

にくい。（中学校）             

（アンケートのコメントから）  

今後キャリア教育をより一層充実させていく

ためには、地域社会や支援機関からの協力を適

宜求めていくことも、一つの方法であると思わ

れる。  

３．キャリア教育に関する外部機関の利用状況 

 
  キャリア教育における外部機関や講師の利

用状況（利用希望を含む）については、「働く

意 義 を 教 え る 講 話 」 (42.5%)、「 職 業 講 話 」

(37.3%)が最も多く、約４０％の学校が外部機

関や講師を利用、又は利用したいとしている。

次いで「マナー指導」(27.5%)、「インターンシ

ップ、職場体験」 (24.9%)について、外部機関

等の利用が多い。  
その背景としては、（図表５）に見られるよ

うに教師が多忙で、学校だけでは十分な取組み

が行えないこと、キャリア教育の内容が多様化

し、教師の専門外の知識やスキルを要するよう

になってきたこと等が考えられる。  
   

キャリア教育　外部機関・講師等利用状況

3.1%

4.7%

4.1%

4.1%

4.1%

5.2%

7.8%

5.2%

13.0%

12.4%

11.9%

24.9%

17.1%

33.7%

36.8%

3.1%

3.1%

4.1%

3.6%

6.2%

2.1%

4.1%

0.0%

10.4%

3.6%

5.7%

2.6%

2.1%

1.6%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

保護者向けセミナー

働く人へインタビュー

いろいろな職業について調べる

地域産業について調べる

専門アドバイザーにより生徒の相談に対応

日頃のマナー指導の徹底

ボランティア活動の推奨

教員のスキル向上セミナー

企業（職場）見学

面接指導

適性検査の実施

インターンシップ、職場体験

マナー指導セミナー

OBや企業人の職業講話・講演

働く意義を教える講話

利用している

利用したい

42.5%

37.3% 

27 .5% 

24 .9% 

16 .0% 

14 .5% 

13.5% 

11 .4% 

9 .4% 

8 .8% 

8 .2% 

7 .2% 

7 .2%

6.8%

5.7% 
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４．キャリア教育上の課題 

    
キャリア教育上の課題として最も多く挙げられ

たのは、「教師が多忙」 (39.4%)で、次いで「職業

体験（わく・ワークやインターンシップ等）の受

入れ企業を探すのが大変」 (33.9%)、「生徒の関心

が低い」(21.7%)といった声が多かった。今後、キ

ャリア教育を円滑に進めていくために、こういっ

た問題に対する取組が必要となってくると思われ

る。  
   
 

 
 

（アンケートのコメントから）  
・  教師多忙、週 5 日制のため授業、行事、

課外活動などで時間的に制約が多く余裕が

ない。  

 

【図表５】 

キャリア教育を行う上での課題・問題点
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（３）県内大学生の就職活動等に関するアンケート調査結果報告 

 

１．調査目的 

県内大学生の就職活動の実態やニーズを調査し、企業の若年人材確保支援及び若年者の就

業支援の参考資料とする。 
 

２．調査内容 

（1） 就職に対する考え方 
（2） 就職活動の状況（時期、活用したもの、苦労や不便） 
（3） 就職先地域の選択理由 等 

 

３．調査時期 

発送、配布：平成 18 年 10 月 10 日（火） 

回答締切 ：平成 18 年 10 月 27 日（金） 

 

４．調査方法 

 以下の２つの方法で、県内大学に在学中の大学４年生を対象に実施 

①ジョブカフェメンバー登録者から抽出し、郵送 

②県内大学の教授を通じて、学生への直接配布 

 

有効回答数 
196 件／配布数 400 件【回収率 49.0％】 

（上記のうち方法①による有効回答数・・・ 18 件／配布数 140 件【回収率 12.9％】 

（上記のうち方法②による有効回答数・・・178 件／配布数 260 件【回収率 68.5％】 

 

【図表１】回答者の内訳  

出身地 回答数 割合 文系・理系の別 回答数 割合

石川県 100 51.0% 文系 150 76.5%

石川県以外 96 49.0% 理系 46 23.5%
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５．調査結果について 

５－１ 就職に対する考え方 

 

２／３の者は「安定した収入確保」が目的 

 

 働く目的では、「安定した収入確保のため」

（65.8％）が2/3と非常に多くなっている。次い

で、「仕事を通じた自己実現」（37.8％）、「キャリ

アアップ･スキルアップ」（28.6％）、「社会や人の

ためになることをしたい」（27.0％）となっている。 

 

【図表２】 働く目的について（複数回答） 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

 

 
 
５－２ 就職活動 

（１）就職を意識し始めた時期 

 

大学3年の11月までに半数の学生が就職を意識 

 

 就職を意識し始めた時期をみると、大学3年の

4 月時点では文系、理系ともに10 数％であるが、

同11月には半分をこえ、大学4年の5月時点では

100％に達している。 

 

 

【図表３】 就職を意識し始めた時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 割合 

 安定した収入確保のため 129 65.8%

 仕事を通じて自己実現したいから 74 37.8%

 キャリア・スキルアップしたいから 56 28.6%

 社会や人の為になることをしたいから 53 27.0%

 社会とのつながりを広げたいから    48 24.5%

 自分の趣味や夢を充実させるため 46 23.5%

 大学での勉強を活かしたいから 22 11.2%

 その他 1 0.5%
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（２）就職活動で活用した事項 

 

７割以上の学生がインターネットを活用 

 

 ７割以上の学生が、就職関連サイトや企業のホ

ームページなどインターネットを活用している。

また、企業（単独、合同）の説明会への参加も活

発で、友人･知人･先輩への相談や親への相談も多

い。 

これに対し、官民の就職支援サービス機関を利

用したり、インターンシップに参加する学生は少

数にとどまっている。

79.8%

74.7%

74.0%

63.9%

61.3%

57.8%

52.0%

46.1%

41.2%

37.2%

33.5%

27.9%

24.4%

22.0%

19.5%

12.0%

7.7%

4.9%
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就職関連サイト（パソコン）

企業単独の説明会・オープンセミナー

企業のホームページ

合同企業説明会・面接会（学外）

友人・知人・先輩への相談

親への相談

合同企業説明会・面接会（学内）

学校の就職支援窓口等での相談

学校の求人票

就職関連情報誌

企業からのＤＭ（ハガキ・ｅメール）

就職関連サイト（携帯電話）

公共の就職支援サービス機関

民間の就職支援サービス機関

インターンシップ

ＯＢ・ＯＧ訪問

就職活動サークル

その他

 

【図表４】 就職活動において活用した事項（複数回答） 
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【図表５】就職活動を通して苦労した点･不便を感じた点（複数回答） 
 

 

 
（４）ジョブカフェ石川への期待 
 
個別の指導や企業との出会いの場の提供に対す

るニーズが高い 

 

 面接対策や個別相談、自己分析対策といったマ

ンツーマンの就職支援に対するニーズが高くなっ

ており、職場体験･インターンシップ、企業の若手

社員との懇談会など、企業との出会いの場の提供

への期待も大きい。 

インターネットを活用する学生が多いとはいえ、

ホームページの充実を求める声よりも、専門家か

ら個別に指導を受けたり、企業の生の情報にふれ

るような支援が求められていると言える。

 

【図表６】 ジョブカフェ石川への期待(複数回答) 

 回答数 割合 

 交通費などの負担が大きかった 83 46.9%

 日程の調整が難しかった 62 35.0%

 採用枠が少なく、競争が厳しかった 55 31.1%

 学校の授業と並行しての活動が難しかった 46 26.0%

 企業情報が入手しにくかった 18 10.2%

 相談できる相手がいなかった 12 6.8%

 その他 19 10.7%

 回答数 割合 

 面接対策 95 53.7%

 就職活動に関する個別相談 65 36.7%

 自己分析対策 57 32.2%

 職場体験・インターンシップ 52 29.4%

 企業の若手社員との懇談会 49 27.7%

 合同企業説明会・面接会 49 27.7%

 筆記試験対策 44 24.9%

 企業見学会 40 22.6%

 企業の人事担当者との懇談会 34 19.2%

 ＯＢ・ＯＧ訪問   27 15.3%

 就職活動に関するホームページの充実 23 13.0%

 ホームページ上での県内企業情報の充実 23 13.0%

 就職活動に関する情報誌の発行 18 10.2%

 就職活動サークル 13 7.3%

 就職活動に関するメールマガジンの発行 12 6.8%

 その他 7 4.0%

（３）就職活動における苦労 

交通費の負担や日程調整で苦労した学生が多い 

 

た」（35.0％）がこれに次いでいる。 

学生ならではの苦労が多く、企業側、学校側で

の一層の配慮や支援が期待される。  就職活動で苦労した点や不便を感じた点では、

「交通費などの負担が大きかった」（46.9％）が最

も多く、（授業などがあり）「日程の調整が難しかっ

一方、「企業情報が入手しにくかった」や「相

談できる相手がいなかった」との回答は少ない。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 23



５－３ 就職先地域の選択理由 

（１） 就職先の地域 

 

県外出身者の 27.2%は、県内でも出身県でもない

地域へ就職 

 

 県内出身の学生の就職先は、県内（83.5％）が

圧倒的に多いものの、６人に１人（16.5％）は、

県外となっている。 

一方、県外出身の学生は、Ｕターン就職が最も

多く（62.0％）、「出身地以外の都道府県」に就職

する者も一定数に達している（27.2%）。 

これら、県内・県外出身学生の県内への就職率

を高める取組が重要と考えられる。

 

【図表７】 就職先地域 

出身地が石川県の者 

n=97 

出身地が石川県以外の者 

n=92 

 

回答数 割合 回答数 

出身地 

割合 就職先の地域 

石川県内 81 83.5％ 10 10.9％

出身地の都道府県 57 62.0％

出身地以外の都道府県 16 16.5％ 25 27.2％

 

 

（２） 就職先地域の選択理由 

 

「親元で暮らしたい」と「就職したい企業がある」

がほぼ同数 

 

就職先の地域を選ぶ際に最も重視した理由は、

「親元で暮らしたいから」（29.4％）と「就職した

い企業があるから」（27.3％）がほぼ同数となって

おり、「土地や町に魅力を感じるから」（16.6％）

がこれに次いでいる。 

県内への就職率を高めるためには、本県の産

業・企業の魅力を積極的に発信するとともに、若

者にとって魅力ある地域になる取組も重要と考え

られる。

 

【図表８】 就職先の地域を選ぶ（選んだ）際に最も重視する理由 

 
 回答数 割合 

 親元で暮らしたいから 55 29.4%

 就職したい企業があるから  51 27.3%

 土地や町に魅力を感じるから 31 16.6%

 キャリア・スキルアップに有利だから 13 7.0%

 友人・知人・恋人がいるから 9 4.8%

 独立して暮らしたいから 8 4.3%

 仕事以外の趣味や夢を充実できるから 4 2.1%

 他に就職したい企業がないから 3 1.6%

その他 13 7.0%

 0% 10% 20% 30% 40%
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（４）若年者の就業状況等に関するアンケート調査結果報告 

 

 

１．調査目的 

若年者の就職前後の状況や退職に至る状況を調査することにより早期離職の要因を探り、

雇用のミスマッチ解消や定着促進を図るための参考資料とする。 
 

２．調査内容 

（1） 退職した企業及び現在勤務している企業についての、入社前の就職活動、応募の際

重視した事項、就職前後のイメージギャップ、就職後の相談相手、退職理由 
（2） 就職後の支援ニーズ 

 

３．調査時期 

発  送：平成 18 年 10 月 5 日（木） 

回答締切：平成 18 年 10 月 15 日（日） 

 

４．調査方法 

ジョブカフェ石川メンバー登録者のうち 21～34 歳の者を無作為に抽出し、調査票を郵送 

 

有効回答数 
101 件／配布数 500 件【回収率 20.2％】 

 

【図表１】回答者の内訳 

○退職・転職経験の有無 

   

 

 

 

 

 回答数 割合 
①正社員として退職・転職経験あり 75 74.2%
②正社員として継続勤務中 12 11.9%
③正社員としての勤務経験なし 9 8.9%
④無回答 5 5.0%

在職期間 回答数 割合 
①１年未満 23 30.7%
②１年以上３年未満 21 28.0%
③３年以上 31 41.3%
      計 75 100.0%
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５．調査結果 

５－１ 就職前後及び退職までの状況 

※ 回答者（101 人）のうち、これまでに退職・転職の経験がある者を抽出したうえ、

当該企業における在職期間別に次の３グループに分類し、入社前の就職活動、応

募の際重視した事項、就職前後のイメージギャップ、就職後の相談相手、退職理

由を比較分析することにより、早期離職の要因を探った。  
 

Ａ群 退職･転職経験者のうち在職１年未満で退職した者     （23 人） 

Ｂ群     〃      在職１年以上３年未満で退職した者 （21 人） 

Ｃ群     〃      ３年以上在職して退職した者    （31 人） 

  

※ ２回以上の退職・転職経験者（29 人）については、最後に退職した会社について調査した。 
 

（１）入社前の就職活動 

 

在職３年未満の退職者は、入社前に業界研究や企

業情報の収集をあまり行っていない者が多い 

 

 Ａ群（１年未満の退職者）は、全般的に就職活

動を活発に行っているのに対し、Ｂ群（１年以上

３年未満の退職者）では、業界研究や企業情報の

収集を行った者が少なくなっている。 

 

 

【図表２】 入社前の就職活動の状況（「十分行ったと思う」＋「少し行った」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.9%

25.8%

56.6%

42.0%

25.0%

20.0%

35.0%

45.0%

39.1%

47.8%

60.8%

60.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

企業情報の収集

業界研究

面接対策

自己分析

［A］１年未満

［B］１年以上３年未満

［C］３年以上
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（２）応募の際、重視した事項 

 

３年未満の退職者は、応募の際、賃金や会社・商

品の知名度を重視した者が多い 

 

 Ａ群とＣ群は、応募の際、「仕事のやりがい」や

「自分が成長できる」かどうかを重視しているの

に対し、Ｂ群では「賃金」や「周囲の人のすすめ」

を重視した者が多く、「会社・商品の知名度」も他

の群に比べ多くなっている。 

【図表３】 会社の求人へ応募を決める際、重視したこと(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

6.5%

9.7%

12.9%

16.1%

12.9%

19.4%

19.4%

12.9%

25.8%

25.8%

35.5%

48.4%

5.0%

5.0%

5.0%

15.0%

25.0%

10.0%

10.0%

20.0%

10.0%

35.0%

45.0%

30.0%

35.0%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

8.7%

13.0%

13.0%

13.0%

17.4%

17.4%

26.1%

34.8%

52.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

経営者の人間的魅力

会社の経営方針

福利厚生

会社・商品の知名度

会社の業績・将来性

休日

労働時間・残業

社風・職場の雰囲気

周囲の人のすすめ

賃金（給与・賞与・昇級等）

自分が成長できる

（キャリアアップ）

仕事のやりがい

［A］１年未満

［B］１年以上３年未満

［C］３年以上
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（３）就職前後のイメージギャップ 

３年以上の在職者は、会社との深い接触や第三者

からの情報で企業イメージを取得 

 

 Ａ群は、「ハローワーク」や「インターネット」

で情報を入手した者が多いのに対し、Ｃ群では「会

社訪問・企業見学」「親・先生」「アルバイト」と

いった会社との深い接触や第三者からの情報を挙

げた者が多い。これに対し、Ｂ群は、「就職関連雑

誌・書籍」「特に情報・イメージは持っていなかっ

た」が比較的多いという特徴がみられた。 

 

【図表４】 就職先の企業についての情報やイメージの取得方法（複数回答） 

9.7%

6.5%

12.9%

6.5%

3.2%

3.2%

0.0%

6.5%

22.6%
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0.0%
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0.0%

0.0%
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25.0%

20.0%

15.0%

0.0%

4.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.3%

4.3%

8.7%

8.7%

8.7%

13.0%

13.0%

17.4%

21.7%

30.4%

34.8%

39.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

特に情報・イメージは持っていなかった

その他

アルバイト

一般雑誌・書籍・新聞・テレビ

ＯＢ・ＯＧ

インターンシップ・職場体験

ジョブカフェのジョブサポーター

就職関連雑誌・書籍

会社訪問・企業見学

会社単独の会社説明会・セミナー

合同会社説明会・企業ガイダンス等

親・先生

内定後の説明

友人・知人

学校の就職部

会社案内、パンフレット

インターネット

採用面接での説明

ハローワーク

［A］１年未満

［B］１年以上３年未満

［C］３年以上
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早期離職者は、「社風・職場の雰囲気」「労働時間・

残業」「キャリアアップ」についてのイメージギ

ャップが大 

 

就職前に持っていたイメージと現実とのギャッ

プでは、「社風・職場の雰囲気」や「労働時間・残

業」についてのイメージギャップが大きい点は共

通しているが、Ｂ群は、このほか、「自分が成長で

きる」や「賃金」「経営者の人間的魅力」について

イメージギャップを感じた者が半数前後に上って

いる。 

 

【図表５】 就職前に持っていたイメージと現実とのギャップ（複数回答） 
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0.0%
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6.7%
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30.0%
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46.7%

43.3%

0.0%

10.0%

5.0%
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15.0%

10.0%

35.0%

55.0%

45.0%

40.0%

40.0%

45.0%

40.0%

65.0%

50.0%

4.5%

4.5%

0.0%

4.5%

13.6%

13.6%

27.3%

27.3%

27.3%

31.8%

31.8%

36.4%

36.4%

50.0%

54.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

イメージどおり、または

イメージ以上に良かった

その他

育児・介護休暇

会社・商品の知名度

女性への待遇

福利厚生

休日

自分が成長できる

（キャリアアップ）

経営者の人間的魅力

会社の業績・将来性

仕事のやりがい

（給与・賞与・昇給等）

会社の経営方針

労働時間・残業

社風・職場の雰囲気

 

 

 

賃金

［A］１年未満

［B］１年以上３年未満

［C］３年以上
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（４）就職後の相談相手 

 

同年代の者を中心に、社内に多くの相談相手がい

る方が定着 

 

 心を開いて相談できる相手では、各群とも「同

年代の同僚･先輩」が最も多く、特に在職期間の長

いＣ群が64.5%と最も多くなっている。次に多い 

 

のは、Ａ群、Ｂ群では社外の者であるのに対し、

Ｃ群では「かなり年上の同僚・先輩」や「上司」

を挙げる者が多い。 

したがって、同年代の者を中心に、社内に心を

開いて相談できる相手ができるだけ増えていくこ

とが定着に大きく影響すると考えられる。

 

 

【図表６】 心を開いて相談できる相手の有無（複数回答） 

 

 

43.5%

21.7%

8.7%

0.0%

39.1%

4.3%

4.3%

50.0%

20.0%

5.0%

0.0%

35.0%

10.0%

0.0%

64.5%

29.0%

22.6%

3.2%

9.7%

6.5%

3.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

同年代の同僚・先輩

かなり年上の同僚・先輩

上司

社長

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社内にはいなかったが、社外にいた

社内にも社外にもいなかった

その他

［A］１年未満

［B］１年以上３年未満

［C］３年以上
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（５）退職理由 

 

早期に退職する理由は「賃金・勤務条件などの不

満」「仕事がきつい」「自分の成長が感じられない」

等が多いが、複数の理由が重なって退職 

 

 会社を辞めた理由は、Ａ群（50.0%）、Ｂ群(45.0%)

は「賃金・勤務条件などの不満」を挙げる者が最

も多いのに対し、Ｃ群では「家庭・個人の事情」

（41.9%）が４割を占めトップとなっている。この

ほか、Ａ群では「仕事がきつかった」、「自分の将

来（成長）が感じられなかった」「人間関係がよく

なかった」が、Ｂ群では「自分の将来（成長）が

感じられなかった」「仕事が合わなかった」が３割

を超えている。 

辞めた理由として挙げた件数をみると、Ａ群

2.9件、Ｂ群3.4件、Ｃ群2.6件となっており、2

つ～4 つの理由が重なって退職に至ったとみられ

る。

 

【図表７】 会社を辞めた理由（複数回答） 
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22.7%

18.2%

13.6%

13.6%
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より良い条件の転職先があった

［A］１年未満

［B］１年以上３年未満

 

［C］３年以上
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（６）退職をとどまった理由 

３年以上の在職者の７割は「仕事に対して責任が

あったから」退職をとどまった。 

 

在職期間別では、Ａ群では「勤め始めたばかり

だったから」が半数以上であるが、在職期間が長

くなるにしたがってその割合が減少し、代わって、

「仕事に対して責任があったから」「人間関係が良

かったから」「仕事が楽しかったから」「経験、成

長できる職場だったから」を挙げた者の割合が高

くなる傾向がみられた。 

特に、Ｃ群では、７割以上の者が「仕事に対し

て責任があったから」としており、仕事に対する

責任感の醸成が定着の大きな要因になっていると

考えられる。 

 

【図表８】 退職をとどまった理由（複数回答） 
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５－２ 就職後の支援ニーズ 

 

「職場の悩み相談」や「心理カウンセリング」と

いった心のケアが上位 

 

「職場の悩み相談」「心理カウンセリング」とい

った心のケアに関するニーズが上位を占め、「現在

従事している業務に関する専門知識研修」がこれ

に次ぐ。キャリアデザイン、ビジネスマナー、コ

ミュニケーションスキルといった社会人としての

基礎的能力に関する研修ニーズも高い。 

 ジョブカフェ石川等の支援機関では、これらの

ニーズを踏まえ、就職後についても引き続き若年

者を支援していく必要がある。 

 

 

 

 

【図表９】 利用したい、参加してみたい就職後の支援メニュー（複数回答） 
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意見交換会等における主な意見 

 
１ 産業人材の育成について 

① 工業系の学校が少ない。中高一貫で人材を育てる方法が良い。（委員） 
② 全国的に繊維関係の学科が減少してきていることから、県立大や工業高校に繊維やデ

ザインの学科を設置する等、教育機関の充実を望む。（繊維業界） 
③ 地元産業界の人材ニーズや今後の県の産業構造を踏まえて学科再編を考えていきた

い。（高専） 
④ ものづくり人材の育成には、地域の総合力が求められる。県内のさまざまな理工系教

育機関が特徴を活かし、企業の人材育成を担う仕組があればよい。たとえば、高専を

活用して「モノづくり技能継承塾（仮称）」を実施する等。(高専) 
⑤ 人材育成は、行政・企業・業界団体の連携、企業同士の連携で実施する方が効果的で

あり、たとえば、産業技術専門校に繊維の仕事を実践的に広く学べる講座があればよ

い。(繊維業界) 
⑥ 「石川経営天書塾」のように、経営者の育成を通じ優れた企業を輩出する、人材育成

施策は重要と考える。(情報システム業界) 
⑦ 経営リーダーと現場人材の両方の育成が必要である。（食品業界、鉄工機電業界） 
⑧ 食品業界というと単純労働というイメージを持たれているが、最近は、食品加工技術

の高度化に加え、バイオ、食品衛生、食の安全安心等、科学的知識がないとやってい

けない時代になっている。（食品業界） 
⑨ 企業の発展のためには、新製品の開発、海外進出等、今までよりもう一段高いところ

を求める必要があり、その際高度な人材が必要になる。（食品業界） 
⑩ 食品産業は文化的側面もあり、センスや好奇心も必要。単なる理系の専門だけしか知

らない人材では難しい。総合的で融合された人材が必要であり、学部にこだわらず幅

広い人材を求めている。（食品業界） 
⑪ 中核人材育成のため、中間リーダークラスのマネジメント能力強化が課題であり、生

産管理を指導するアドバイザーの定期的派遣を要望する。（企業） 
⑫ 企業内での技能継承に関連し、生産に携わらないで技術指導だけを行う者を配置し、

新入社員にマンツーマン教育を実施している。（企業） 
⑬ 現場作業員の中から優秀な者を開発担当に抜擢し、社内を活性化している。(繊維業

界) 
⑭ 保全技術者の即戦力を確保しようと人材紹介会社を活用したが、求める人材が見つか

らないため、作業員の中で優秀な者を社内で育成する別会社を立ち上げた。ＯＢ人材

やポリテクセンターを活用した取組であり、技能継承のためにも社内の教育システム

が必要である。（能登地区の企業） 
⑮ 中小企業では、社内での人材育成ができない。（鉄工機電業界） 
⑯ 人材育成のための研修等は重要ではあるが、現場が忙しく、研修の時間を確保できず、

外部研修にも派遣できない。（企業） 
⑰ 設備投資に技能習得が追いつかない。（企業） 
⑱ 技術系の営業人材の育成が難しい。（企業） 
⑲ 必要な研修を受けるため首都圏等に社員を研修派遣しているが、コストがかかること

から、地元での研修機会の充実を期待している。（企業） 
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⑳ これまでと同じ方法で人材育成ができなくなってきており、教育のあり方等を見直し、

体系だった教育を進める必要がある。（有識者） 
○21   ものづくりに関心を持ち、汗して働くことの大切さを認識している人材を、中学、

高校で育成してほしい。（企業） 
○22   工業系高校では、基礎学習や実習をしっかり行ってほしい。(企業) 
 

２ 産業人材の確保について 
（１）人材の確保 

① ワーカーの量的不足はあまりないが、いい人材が不足している。「人員不足」ではな

く「人材不足」の状況である。（食品業界） 
② いい人材は、地元大学からなかなか採用できない。大学の先生は、まだまだ都会志向、

大企業志向が強い。もっと地元に目を向けてほしい。（食品業界） 
③ 人材募集をしても応募者がない。三交代の職場で、技術の習得に時間がかかるような

企業であり、魅力を感じてもらえない。（鉄工機電業界） 
④ 県外企業に比べ、県内企業はあまり大学等に足を運ばない。大学では、企業規模に関

係なく担当教官との面談をセットする用意がある。（大学、高専） 
⑤ 大学等との人材育成事業を通じ、企業のことを知ってもらったことがきっかけで、よ

い技術者を採用できた。（鉄工機電業界） 
⑥ 学生のやりたいことと会社が取り組んでいる方向が合えば採用につながる。採用前後

を通じ、学生本人や担当教授とよく接触し信頼関係を築くようにしている。（繊維業

界） 
⑦ 若年者を獲得したい場合、若者の才能を生かし切るだけの企業になる必要がある。(委

員) 
⑧ 経営理念を明確にし、従業員に語ることで人は育つ。求職者の３割は、待遇よりも理

念に惹かれて入社する。(有識者) 
⑨ 現代の若者は、お金や生活のためよりも、仕事を通じて成長することを求めている。

（有識者） 
⑩ 非正規社員を採用せず、リストラもしない方針を貫くことで、社員を大切にしてきた

成果として、縁故の中途採用が順調にできている。（繊維業界） 
⑪ 中小企業では、大卒新卒者等への求人ニーズがあるものの、学生や大学では大手企業

志向があり、十分な採用ができない。（企業） 
⑫ 従業員の平均年齢が高い企業では、年齢構成が適正でないため、若年者を着実に採用

していく意向がある。(企業) 
⑬ 工程管理者など、ものづくりの中核を担う人材が不足していると感じている。（企業） 
⑭ 仲介機関を活用しているものの、必要な人材が確保できておらず、その原因として、

待遇面や福利厚生面があるかもしれない。（企業） 
⑮ 即戦力のある人材を確保したいものの、採用方法や委託先がわからない。（企業） 
⑯ 固定費の最小化、ほしい時にほしい人材がいない理由で、派遣社員を活用している。

（企業） 
⑰ 新卒を採用したくても、経営基盤が安定していないため、採用できない。（企業） 
⑱ 能登地域の人材確保では、現場作業者等は、地元高校からある程度確保できているも

のの、技術者や大卒の確保ができない。地元出身者を採用したいが、合同面接会へ参

加しても、能登への就職希望者はわずかしかいない。（能登地区の企業） 
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⑲ 能登の若年者は、Ｕターンでなく金沢止まりのＪターンが多く、発信する情報と求め

る情報がかみ合っていない。（能登地区の企業） 
⑳ 研究職志望の学生は、やりたいことがやれる会社なら全国どこでもいい、と考えてい

ると思う。(能登地区の企業) 
○21   全くの県外出身者は、里心がつくのか、何年か経つと辞める傾向があるので、県内

か富山県あたりまでの出身者に限定して募集している。（能登地区の企業） 
 

（２）ＵＩターン 

① 首都圏の石川県出身者のＵターン意欲は非常に高く、年齢層は 20 代後半である。し

かし、高校生のときに地元の産業について教育を受けていないので、自分に合う産業

があるか分からない状況にある。（委員） 
② 若年者が、地元に残るかどうかの意識付けは、高校生ぐらいまでになされることから、

高校までに地元を知り、地元で生きることについて考える機会を持たせることが重要

である。(委員) 
③ 東京の学生のＵターン希望率が激減している。学生が東京の大手企業、有名企業へと

向かう流れは止めようがない。地方が良い人材を獲得するには、帰省時の企業説明会

や高校でのふるさと教育等、より踏み込んだ取組が必要である。(有識者) 
④ Ｕターンのメリットや本県の状況の情報発信は、小出しでなく集約して発信すべきで

あり、今大学生の一番の情報入手手段はインターネットであることから、本県として

それを上手に活用していくことが課題である。(委員) 
⑤ 技術者等の高度専門人材の確保等のため、Ｕターン人材やその定着を図るには、本県

が、対外的にＰＲすることのできる魅力的な地域性を持つことが重要である。（委員） 
⑥ 地域の強みは、地域内のさまざまな企業や人材が交流できることであり、行政にはこ

うした交流の場の提供を期待している。(情報システム業界) 
⑦ 県はＵターンにもっと力を入れてほしい。協会としても東京へ行き、アピールしたい。

（食品業界） 
⑧ 溶接や板金、塗装等の高い技能を持った人材を採用したいが、U ターン希望者の情報

が入手できないため、U ターン希望者を探すことができるような情報インフラを整備

してほしい。(企業) 
  

３ 産業人材の裾野の拡大について 
 （１）若年者の活用 

① フリーターやニートのことについては、親も知っているはずであるが、そうした情報

と我が子が結びつかない状況にある。(短大) 
② 正社員に比べフリーターは将来不利だといわれても、若年者はそんな先のことは考え

られない。(高校) 
③ ジョブカフェは、フリーター、ニート対策の取組を強化するなど、今まで以上の役割

を発揮すべきである。(能登地区の企業) 
④ 就職活動において、大学生は、やりたいことをやれる企業に入りたいというニーズを

持っているものの、自分自身が何をやりたいか、どのような企業があるか、大学生が

よく分かっていない。(大学) 
⑤ 早期離職では、その理由として、「入社前とイメージが違う」、「企業でかまってもら

えなかった（仕事は見て覚えろ、仕事以外の会話がない）」といった声が多い。(高校) 
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⑥ 下請企業では、品質を重視するため、仕事に厳しくなり、新卒は１年ももたずに辞め

ていく状況にある。（能登地区の企業） 
⑦ 新人教育を、最も年齢の近い社員に担当させ、教える社員の育成にもつなげている。

（繊維業界） 
⑧ 周囲から新入社員が認められていると感じられる仕組をつくることが、定着を図って

いく上でのコツであり、重要である。（有識者） 
⑨ 学校では、高度人材からワーカークラスまでの幅広い人材ニーズに対応できるような

キャリア教育をする必要がある。（委員） 
⑩ 小学校からの基礎教育が最も大切である。ゆとり教育のツケは最終段階の大学に回っ

てくる。（短大） 
⑪ より早い段階から挨拶、マナーなどの社会人基礎力や勤労観、郷土愛について教えて

いく必要がある。(委員) 
⑫ 近年、インターンシップが徐々に定着してきている中で、インターンシップの体験先

が有名企業に偏る。小さくてもいいからいろいろな職種、業種の企業とネットワーク

を築き、できるだけ多くの職業体験をさせてやりたい。（高校） 
⑬ キャリア教育や就職指導等に関連し、教職員が地元の企業を十分に知らないので、生

徒にＰＲできないなど、生徒に適切な情報が提供されていない。(委員) 
⑭ 企業の要望も聞いてインターンシップ先についてマッチングする調整センターがあ

ればいい。(高校) 
⑮ インターシップで学生を受け入れている。挨拶ならできるが、朝礼をやらせてみると、

なかなか言葉が出てこない。人前で話せるようになること、汗をかいて達成感を得る

こと等、生徒には職場体験を通じ何か持ち帰ってもらえればと思ってやっている。（食

品業界） 
 
（２）育児女性の活用 

① 女性の雇用促進のためには、中小企業に働きかけた方が、実効性がある。(委員) 
② 育児女性の活用よりも、子育てをしながら働き続けられる職場づくりに力を入れる方

が雇用機会を増やしやすい。(有識者) 
③ 育児女性の就職先について、スーパーのレジ係等が多い実態があるものの、もっと多

様な短時間労働を開拓し、ワークシェアしていくことが重要である。（有識者） 
④ 情報システム業界では、女性人材への期待が高いが、北陸は、子育て中に残業をして

まで働くことをよしとしない風土がある。このため、残業をせずに高度な仕事ができ

る環境整備が、採用の拡大と就業促進の上で重要である。(情報システム業界) 
⑤ 女性の就業環境を整備するため、企業としても、仕事の分担をうまくやることが必要。

９時から 15 時 30 分の仕事をつくって求人を出したら、かなり応募があった。（食品

業界） 
⑥ 企業では、就学前の子どもを持つ女性は病気等で急に休むことがあることから、子ど

もが小学生以上になった 35～40 歳位の女性を活用していきたい。（能登地区） 
 
（３）ＯＢ人材の活用 

① 65 歳以上の人に人材として活躍してもらうことも重要である。（委員） 
② 早期に退職した中高年齢者は、自分探しのため図書館に通う場合があり、図書館と連

携して中高年の再就職相談をしてはどうか。(有識者) 
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③ あんこづくりも最後は職人の勘で味が決まる。経験に裏打ちされた技術は重要であり、

新人へ伝承したい。（食品業界） 
④ 特定の技術を持った OB 人材は継続雇用するか関連会社での活用する場合が多い。そ

うでない者は、健康状態が分からないこともあり、派遣会社で一旦雇い、派遣しても

らう形で活用したい。（鉄工機電業界） 
 
（４）外国人労働者の状況 

① 日本人は３Ｋの仕事を嫌う。労働力人口が減少する中で、外国人研修制度がなくなっ

た場合、事業を継続できない。（能登地区の企業） 
② 外国人労働力は、賃金水準が低いこともあるが、むしろ質の高い労働力を求めて活用

している。(能登地区の企業) 
③ 外国人研修生を活用しているが、３年で交代するため技能が蓄積されないといった課

題が生じている。(能登地区の企業) 
④ 留学生でも技術者であれば、活躍の場はある。（能登地区の企業） 
⑤ 生産量の増加に対し、外国人労働者で対応している。（企業） 
⑥ 中国の工場の幹部候補生を、研修生として受け入れている。（企業） 
⑦ 勤勉で前向きな中国人研修生の受け入れが、社員にとって良い刺激となっている。（企

業） 
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パブリックコメントにおける主な意見 

 
パブリックコメントとして寄せられた５２通（１１２件）の意見について、テーマごとに分

類を行った。その中から、主な意見について、その要旨（原文の趣旨を損なわない範囲で要約

したもの）を掲載する。 
 
１ 産業人材の育成 

（１）産学官の連携による人材育成 

① 県内企業があまり大学等に足を向けないというのは事実だと思う。特に、国公立大学の

場合それが言えるのではないか。文部科学省の予算（派遣型高度人材育成協同プラン：

学生を企業に長期派遣することにより高度人材を育成する事業）も活用すれば、より効

率的な人材育成が図られると思う。（50 代男性、団体職員） 
② 企業ごとに必要な人材は異なるものの、スキルを体系的に整理し、大学等の教育機関と

の連携を深める必要がある。人材面での産学連携では、信州大学が平成 19 年 4 月から

組み込みシステムの技術者を養成する大学院のコースを設置するが、これは、地元産業

界と行政、大学が一体となって取り組んだもの。（50 代男性、会社員） 
 
（２）企業における人材育成 

① 早期離職が多いという問題だが、入社した若者を企業は育てるべきだと考える。そのた

めには、企業サイドに大きな負担にならないよう、柔軟性をもたせた社員教育制度が必

要。本当の中小企業の社員も、回数多く受講できるような講座を開催したらよいと思う。

（女性、会社員） 
② 若年者の定着率を高めるために、業界団体ごとに新入社員研修やフォローアップ研修な

どを実施できないか。県内企業のイメージアップにもなるし、業界団体内で同期入社の

輪が広がることで、早期離職を食い止めることにつながると思う。（30 代女性、会社員） 
③ 人材育成は、行政や経営者サイドだけの課題ではなく、そこで働く従業員たちが抱いて

いる大きな課題でもある。もっと専門技術を身につけたい、マネジメント能力を身につ

けたいなど、向上心をもつ従業員が企業や業界には大勢いる。彼らが参加しやすい仕組

みのセミナー開催などに期待したい。（女性、会社員） 
④ 最近の好景気で企業は多忙を極めており、人材育成の必要性を感じながらも、取り組む

余裕がないのが実情。県はそういった企業の実情を理解し、十分な人材育成ができるよ

う、バックアップ体制を構築すべき。（60 代男性、団体職員） 
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⑤ 産業人材の質的向上については、30 代 40 代のミドル層の教育に力を入れるべき。現在

の経営環境は、経営者だけでは対応できないほど複雑であり、会社全体で対応するため

の組織づくり、ボトムアップ力が重要。若手層では、基本能力をつくる教育の必要性も

感じている。（30 代男性、会社員） 
 
（３）技術技能等の継承、発展 

○ 定年２年前くらいの人が自分の持っている技能、技術を新人にマンツーマンで指導し、

自分の定年とともに即戦力となる人材に育てた人には報奨金を与え、社内の活性化に結

びつければ効果的ではないか。（40 代女性、団体職員） 
 
（４）サービス業の人材育成 

○ ものづくりを軸とした産業人材の育成には共感するが、若者を取り巻く環境を踏まえた

第 3 次産業の人材育成も必要。石川県は観光立県でもあり、「声をかける、気配りをす

る接客マナー」や「もてなしの心」の意識づけを、石川県全体の取り組みとして捉え、

サービス業従事者の質をアップしていく人材育成も一案ではないか。（50 代男性） 
 
 
２ 人材の確保 

（１）ＵＩターンの促進、県内企業への人材確保 

① 石川県のＵＩターン関連の企業情報・求人情報が得られないということを耳にする。石

川県含め地方は、UI ターンセミナーのようなイベントを首都圏で実施しているようだが、

興味はあってもなかなか足を運べないのが現実。パソコンで検索できる、また好きな時

に足を運んで情報を得られるようなアンテナ基地をつくってみてはどうか。（女性、会社

員）。 
② 地域の活性化には、教育の特色、産業の特色や規模、公的機関の支援が必要。工業、農

業、サービスなどあらゆる人材が活躍できるような企業環境、公共環境、補助の有無が

ポイント。地方だからできる特別なものを目指せば、人材の流入、定住につながる可能

性もある。（30 代男性、会社役員） 
③ 目的の達成には、県のみが音頭取りをするのではなく、県内の関係する自治体、経済界、

労働者、地域、学校が一体となって取り組まなければ実効性のある結果は得られないと

思われる。（50 代男性、団体職員） 
④ せっかく育てた優秀な人材が、卒業を機に県外に流出しては施策の意味がない。地元に

活気のある企業を育てる努力を続けるとともに、大学等の指導教官の理解を得るよう、

働きかけが必要。（50 代男性、団体職員） 

 40



 
（２）中小企業、ものづくり企業における人材確保 

① 中小企業に就職する大学生が不足している。マッチングの機会も少なく、なんらかの事

情がある人材を中途採用するにとどまっている。長期的な戦力として、新卒の大学生と

のマッチング機会が増えることを望んでいる。（30 代男性、会社員） 
② 日頃から地域貢献やボランティア活動、障害者雇用、工場周辺の公園や道路の清掃等を

積極的に実践している企業が多いが、そうした企業は必ずしも先生や親御さん、学生が

考える「良い会社」（知名度がある、規模が大きい、安定感がある等）ではない。そうい

う企業や社員を何らかの形で顕彰することにより、「良い会社」像がもっと広がりを持っ

てくるのではないか。（30 代男性、会社員） 
③ 石川県は中小企業が多いが、ニッチな分野のナンバー１企業も多いので、まずは、大手

企業とは異なる優位点をアピールする機会を増やすことである。また、技術力向上には、

それぞれの企業にあった、計画的で体系づけられた教育システムを構築することである。

人間は常に向上したいという意識があることから、教育システムの確立されている企業

は魅力があり、就職の際の要因に十分なりうる。（40 代男性、会社員） 
④ ものづくり企業の求める人材は、読み・書き・ソロバンができた上で、コミュニケーシ

ョンができ、向上心さえあれば十分。高度人材をワーカークラスと対比して位置づける

のはナンセンス。実際にものを造るワーカーの方がチームワークと瞬時の判断力を求め

られることも多い。大学全入になろうとする昨今、選考基準として学歴に重きを置かな

い企業も増えている。（60 代男性、団体職員） 
⑤ 「質の高い人材」が応募、入社し、定着し、戦力化するかどうかは、単に採用の技術や

採用担当者の問題ではなく。経営レベルの問題。「我が社の発展をいかに図っていくか」

という経営戦略として捉えなければならない。また、高度な人材が確保できる企業にな

るために、採用マーケティングを含む人事マネジメント、さらには経営のあり方を指導

支援できるアドバイザーが必要。（60 代男性、団体職員） 
 
（３）能登地域における人材確保 

○ 奥能登地域は、全体として景気回復といえる状況には至っておらず、人材不足感は切実

なものになっていないように思う。産業界で人材不足を強く感じるような、活力に満ち

た業況になかなかならないため、Ｉターンや若者の地元定住の施策がうまくいかない、

若者が定住しないことで子供も生まれない、したがって少子化が一層進んでしまう。奥

能登地区における人材問題は、企業誘致や人材を求めるような企業の育成、さらに実効

ある地域活性化への取組等を総合的に考えていく必要があるように思う。（50 代男性、

団体職員） 
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３ 人材の裾野の拡大 

（１）若年人材の育成 

① 若者に働く気力を持たせ、仕事をすることは大切だということを認識させるためにも、

インターンシップなど、大人が働いている姿をもっと見せるべき。大人は、もっと責任

を持って若者を育てる義務があると思う。（20 代女性、団体職員） 
② 「地元に残るかどうかの判断は高校生の時になされる」との指摘は当たっていると思う。

地元企業をよく知ってもらうためにインターンシップをもっと活用すべきだが、地元企

業にはインターン生を受け入れる余裕がないところも多く、行政からの支援が必要。ま

た、インターン生の受け入れについてドタバタする企業も散見され、そのことが地元学

生にソッポを向かれる要因ともなっている。（50 代男性、団体職員） 
③ 進学校等でも目先の進学だけでなくその先にある「職業生活のスタート」を視野に入れ

た進路指導ができるよう、また、校種ごとの生徒の発達段階に配慮したキャリア教育の

視点が持てるよう、企業の経営者や現場の職業人から「ナマの話」を聞き、仕事現場の

イメージを描けるような機会を提供すればどうか。（40 代男性、会社員） 
④ 働く意義や意欲など、産業界が求める本質的な資質の形成がされないまま、就職術のテ

クニックだけを指導しても、長く働いて貢献して欲しいという産業界の求める人材とは

なりえない。キャリア教育や就職指導等に関連し、意欲のある教職員と実績のあるキャ

リア・コンサルタントが専門家チームを作り、小学校や中学校からの早期のキャリア教

育に取り組んでいける縦割り行政を超えた体制づくりが必要。（50 代男性、会社員） 
⑤ 人材の「質」で一番低下しているのは、「コミュニケーション能力」だと感じている。企

業の経営理念に共感したり、仕事を通じて自身が成長できることが就職定着理由として

挙がっているが、このような若手は既に「プロ」としての自覚を持ち、強い上昇志向を

持っていると考えられる。問題は、「自分の考えを伝える」または「人の意見を聴く」と

いうスキルが不足した若手。社会人として、社会に貢献できるかどうか、ひいては生活

に満足できるかどうかを決定づける大きな要因が、コミュニケーション能力にあると考

える。講習会などを開催し、企業の若手にコミュニケーション能力を身につけさせるこ

とが重要。（50 代男性、会社員） 
⑥ 企業はフリーターの積極的採用をもっと進めてほしい。企業内で教育すれば会社として

も有能な人材を確保できることになるのではないか。（50 代女性、会社員） 
⑦ 早期に離職した若年者の中には、会社で冷たくされたり、研修を十分に受けないまま現

場に出たりして、モチベーション（働く意欲）が下がってしまうケースがある。経営者

向けに若年者との接し方を伝えるセミナーを実施してはどうか。（30 代女性、会社員） 
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（２）女性の活用 

① 人口減少に伴い、本県では女性の起用を特に進めるべき。労働力にとどまらず、積極的

に経営層に取り込む必要がある。本県は保守的であり、女性の進出に対して抑制力が強

く働くので、そうした抑制力を取り除く施策を望む。（30 代男性、会社員） 
② 家事・育児・介護は主に女性が担っているため、労働時間の制約や職種・職務の制約が

生まれる。仕事と生活が両立できるような雇用システムや、仕事に対するモチベーショ

ンが高まる制度があれば、女性の労働力や才能はもっと輝き、地域の産業界にもっと貢

献できると思う。（女性、会社員） 
③ ＩＴを活用した在宅テレワークの推進など、時間や場所の制約がない労働力の有効活用

を検討していく価値があるのではないか。具体例：ｅ－ラーニング活用による在宅職業

訓練の推進、行政あるいは県内企業からの在宅テレワークの発注促進。（20 代男性、会

社員） 
 
（３）外国人の活用 

① 海外の労働力もこれから必要になると考えられるが、個々に企業が対応している現状が

あり、本県の経済力向上のための労働力として、何らかの施策を期待したい。（30 代男

性、会社員） 
② 外国人の雇用は、日本人の就職の機会を減らすものであり、慎重であるべき。日系人に

限るなどの配慮が必要。治安上の問題もある。（50 代男性、団体職員） 
 
 
４ 全般的な意見 

○ 施策例はそれぞれ重要なことであり、こんなに盛りだくさんで実施可能かと心配になる

ほどだが、産業人材は今後も永続的に必要であり、3 年とか 5 年で済む話ではない。い

かに継続して実施していくか、予算措置を含めたシステムや環境づくりも重要。（60 代

男性、団体職員） 
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